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当研究の分析対象当研究の分析対象

背景背景背景
●●利用者の減少が続くバス事業利用者の減少が続くバス事業

●● ２００２年のバス事業の規制緩和２００２年のバス事業の規制緩和

・・ 不採算路線の撤退不採算路線の撤退

・・ 地域住民の足の確保地域住民の足の確保

対象地域対象地域対象地域 過疎地域過疎地域 中小都市中小都市 大都市大都市 都市間都市間

⇒⇒公的部門による維持が最も必要公的部門による維持が最も必要

対象交通対象交通対象交通 バスサービスバスサービス
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当研究の発表の流れ当研究の発表の流れ

●● どの程度どの程度、公的部門が交通サービスを、公的部門が交通サービスを

提供するべきか？提供するべきか？

●●過疎地域における過疎地域における効率的な効率的な交通サービス交通サービス

とは何か？とは何か？

●●過疎地域の現状、交通サービスの現状過疎地域の現状、交通サービスの現状

、地域住民の交通行動を把握、地域住民の交通行動を把握
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減少するバス利用者数減少するバス利用者数

出典）２００３年度版出典）２００３年度版 日本のバス事業日本のバス事業
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乗合バス事業の経営状況乗合バス事業の経営状況

出典）２００３年度版出典）２００３年度版 日本のバス事業日本のバス事業⇒⇒ 多くの事業者が赤字多くの事業者が赤字

項　　　　　目項　　　　　目項　　　　　目項　　　　　目 計計計計 民　　営民　　営民　　営民　　営 公　　営公　　営公　　営公　　営

収　　　　　入収　　　　　入収　　　　　入収　　　　　入 ８，５６１億円８，５６１億円８，５６１億円８，５６１億円 ６，３７７億円６，３７７億円６，３７７億円６，３７７億円 ２，１８４億円２，１８４億円２，１８４億円２，１８４億円

支　　　　　出支　　　　　出支　　　　　出支　　　　　出 ９，５４２億円９，５４２億円９，５４２億円９，５４２億円 ６，７５９億円６，７５９億円６，７５９億円６，７５９億円 ２，７８３億円２，７８３億円２，７８３億円２，７８３億円

損　　　　　益損　　　　　益損　　　　　益損　　　　　益 △９８１億円△９８１億円△９８１億円△９８１億円 △３８２億円△３８２億円△３８２億円△３８２億円 △５９９億円△５９９億円△５９９億円△５９９億円

赤字事業者赤字事業者
の比率の比率

赤字事業者赤字事業者
の比率の比率

７５％７５％７５％７５％ ７２％７２％７２％７２％ １００％１００％１００％１００％
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バス利用者減少の背景バス利用者減少の背景

運賃値上げ運賃値上げ
サービス低下サービス低下

経営悪化経営悪化

バス利用者の減少バス利用者の減少自動車交通の自動車交通の

魅力向上魅力向上

道路インフラの整備道路インフラの整備 可処分所得の上昇可処分所得の上昇

自動車保有コストの低下自動車保有コストの低下

バス利用者減は構造的バス利用者減は構造的
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バス事業における規制緩和バス事業における規制緩和

①①参入規制参入規制

③③運賃規制運賃規制

免許制免許制

認可制認可制

許可制許可制

上限認可制上限認可制

20022002年道路運送法年道路運送法 改正改正

不採算路線不採算路線 サービスの低下、路線撤退サービスの低下、路線撤退

採算路線採算路線 競争の促進によるサービス向上競争の促進によるサービス向上

②②退出規制退出規制 許可制許可制 事前届出制事前届出制
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路線撤退の状況路線撤退の状況

不採算路線不採算路線 サービスの低下、路線撤退サービスの低下、路線撤退

●●廃止申し出８３１系統（全体の２％）廃止申し出８３１系統（全体の２％）

⇒⇒ うち実質廃止２割弱うち実質廃止２割弱

出典）市川（２００２）「規制緩和時代の地域バス交通」出典）市川（２００２）「規制緩和時代の地域バス交通」

①① 規制緩和前に多くの赤字路線が廃止規制緩和前に多くの赤字路線が廃止

②②廃止路線を市町村が代替的に維持した廃止路線を市町村が代替的に維持した

【【事実上の廃止が少なかった理由事実上の廃止が少なかった理由】】
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民間事業者の路線撤退後民間事業者の路線撤退後

・・ 自社の子会社が運営自社の子会社が運営

・・ 他の企業が運営他の企業が運営

（中小バス、タクシー、貸切バス）（中小バス、タクシー、貸切バス）

民間企業が撤退民間企業が撤退民間企業が撤退

存続存続存続

公共交通の消失公共交通の消失公共交通の消失

●●別の企業が補助無しで存続別の企業が補助無しで存続

●●市町村が路線を維持市町村が路線を維持

●●企業が公的補助を受けて存続企業が公的補助を受けて存続

過疎地域では市町村の役割が非常に重要過疎地域では市町村の役割が非常に重要
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民間バスの路線撤退（上信電鉄）民間バスの路線撤退（上信電鉄）

（廃止路線数）（廃止路線数） （撤退後）（撤退後）

平成７年１０月平成７年１０月 １路線１路線 上信小型バス（子会社）上信小型バス（子会社）

平成８年平成８年 ４月４月 ３路線３路線 上信ハイヤー（子会社）上信ハイヤー（子会社）
雨沢ハイヤー（地元）雨沢ハイヤー（地元）

平成８年１２月平成８年１２月 ６路線６路線 日本中央バス日本中央バス

平成１０年１０月平成１０年１０月 ２路線２路線 中央前橋駅－高崎駅線に吸収中央前橋駅－高崎駅線に吸収

平成１２年１０月平成１２年１０月 ７路線７路線 高崎市の代替バス（ぐるりん）、高崎市の代替バス（ぐるりん）、
高崎・藤岡・新町の代替バス高崎・藤岡・新町の代替バス

平成１４年２月平成１４年２月 －規制緩和－－規制緩和－

関係市町村との関係市町村との事前協議事前協議を踏まえ段階的に縮小を踏まえ段階的に縮小

２４路線２４路線 ⇒⇒ ５路線（２路線は補助路線）５路線（２路線は補助路線）
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市町村が提供する交通の種類市町村が提供する交通の種類

４条バス４条バス ：：一般乗合免許一般乗合免許

２１条バス：２１条バス：貸切バスの乗合許可貸切バスの乗合許可

８０条バス：８０条バス：自家用自動車の有償輸送自家用自動車の有償輸送

４４条４４条 ：無償旅客自動車輸送：無償旅客自動車輸送

道路運送法による自治体バスの分類道路運送法による自治体バスの分類

過疎地域の主流過疎地域の主流 （自治体バス）（自治体バス）

⇒民間事業者⇒民間事業者
に運行を委託に運行を委託

ワゴン車ワゴン車
出典：佐久間町ＨＰ出典：佐久間町ＨＰ下仁田町営バス下仁田町営バス
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過疎地域の地域交通の関連主体過疎地域の地域交通の関連主体

運行委託運行委託
市町村がバス運行市町村がバス運行

欠損補助欠損補助

市町村市町村市町村 交通事業者交通事業者交通事業者

利 用 者利利 用用 者者

交付税交付税
総務省総務省総務省

県単独補助県単独補助

国土交通省国土交通省国土交通省 都道府県都道府県都道府県
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バスに関する国庫補助バスに関する国庫補助

・・ 生活交通路線維持費補助（国：生活交通路線維持費補助（国：６６億円６６億円//年年））
⇒⇒ 複数市町村を跨ぐ路線の欠損のみ複数市町村を跨ぐ路線の欠損のみ

国土交通省国土交通省

⇒過疎地域では利用しにくい⇒過疎地域では利用しにくい

・・ 特別交付税（事業費：特別交付税（事業費：７３０億円７３０億円//年年））
⇒⇒ 県・市町村のバス運行に関わる負担額の８０％県・市町村のバス運行に関わる負担額の８０％

・・・地域評議会で必要とされた路線・・・地域評議会で必要とされた路線

・・ 過疎債、辺地債（交付税措置７０％）⇒車両・設備過疎債、辺地債（交付税措置７０％）⇒車両・設備

総務省・財務省総務省・財務省
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特定利用目的バス特定利用目的バス

・・ 僻地患者輸送車（車両補助○、運営費補助僻地患者輸送車（車両補助○、運営費補助××））

保有市町村保有市町村 ５４０市町村５４０市町村 （平成１１年）（平成１１年）

・・ 僻地巡回診療車（車両補助○、運営費補助○）僻地巡回診療車（車両補助○、運営費補助○）

・・ 僻地学校への遠距離通学児童・生徒の通学用僻地学校への遠距離通学児童・生徒の通学用

・・ 普通交付税普通交付税 ５５３．６万円／台５５３．６万円／台 （年間）（年間）

・・ 保有市町村保有市町村 １１２１市町村１１２１市町村 （平成１４年）（平成１４年）

厚生労働省（福祉バス）厚生労働省（福祉バス）

文部科学省（スクールバス）文部科学省（スクールバス）
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都道府県の補助制度都道府県の補助制度

００バスサービスの維持基準ありバスサービスの維持基準あり

１５１５自治体バスの実車走行キロを把握自治体バスの実車走行キロを把握

３０３０民間企業への補助制度あり民間企業への補助制度あり

４０４０市町村への補助制度あり市町村への補助制度あり

●●多くの県が補助制度を持つが、運行状況を多くの県が補助制度を持つが、運行状況を
全て把握している訳ではない全て把握している訳ではない

●●維持する基準・・・「特になし」維持する基準・・・「特になし」

都道府県のバス担当部局に問い合わせ都道府県のバス担当部局に問い合わせ

（都道府県数）（都道府県数）
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運賃収入運賃収入運賃収入 県単補助県単補助県単補助 交付税交付税交付税

4/54/5
1/31/3 2/32/3

1/51/5

市町村の自主財源市町村の自主財源
【【自治体バスの費用負担の内訳自治体バスの費用負担の内訳】】
（県の補助が（県の補助が1/31/3の場合）の場合）

●● 過疎地域優遇過疎地域優遇

栃木栃木 ：： 過疎：補助率過疎：補助率2/32/3 その他：補助率その他：補助率1/31/3～～1/21/2
●●補助金に一定の歯止め補助金に一定の歯止め

群馬群馬 ：： 収支率制限（バス収支率制限（バス20%20%、乗合タクシー、乗合タクシー10%10%））

【【特徴的な補助要件特徴的な補助要件】】

都道府県の補助制度都道府県の補助制度
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群馬県のバス走行キロ群馬県のバス走行キロ
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出典）ぐんまの交通出典）ぐんまの交通
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群馬県のバス輸送人員群馬県のバス輸送人員

00

5,0005,000

10,00010,000

15,00015,000

20,00020,000

25,00025,000

30,00030,000

H2H2 H3H3 H4H4 H5H5 H6H6 H7H7 H8H8 H9H9 H10H10 H11H11 H12H12 H13H13

民間バス民間バス

自治体バス自治体バス

（千人／年）（千人／年）

出典）ぐんまの交通出典）ぐんまの交通

自治体バスのシェア自治体バスのシェア
が増えているが増えている
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運行主体別アウトプット運行主体別アウトプット
（１県あたり平均・目安）（１県あたり平均・目安）

67.1%67.1%64.164.172.8%72.8%48.048.0民間（補助無）民間（補助無）

27.5%27.5%26.226.211.2%11.2%7.47.4公営バス公営バス

95.4795.4765.9665.96合計合計

4.2%4.2%3.993.9911.3%11.3%7.437.43民間（補助有）民間（補助有）

1.3%1.3%1.201.204.8%4.8%3.153.15自治体バス自治体バス

輸送人員輸送人員
（百万人（百万人//年）年）

総走行キロ総走行キロ
（百万（百万km/km/年）年）

注）注） 自治体バス、民間補助有り、民間補助無しについては、入手できた県自治体バス、民間補助有り、民間補助無しについては、入手できた県

の平均値（１０～１６県分：項目により異なる）の平均値（１０～１６県分：項目により異なる）
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自治体バスのシェア自治体バスのシェア
（平成１４年）（平成１４年）

3.54%11.55%徳島

1.99%7.98%岡山

0.16%1.27%奈良

0.23%0.67%大阪

10.43%21.17%岐阜

0.00%0.04%神奈川

37.23%43.63%群馬

4.98%6.07%栃木

11.12%24.95%山形

0.87%1.70%秋田

利用者数利用者数実車走行キロ実車走行キロ

3.54%11.55%徳島

1.99%7.98%岡山

0.16%1.27%奈良

0.23%0.67%大阪

10.43%21.17%岐阜

0.00%0.04%神奈川

37.23%43.63%群馬

4.98%6.07%栃木

11.12%24.95%山形

0.87%1.70%秋田

利用者数利用者数実車走行キロ実車走行キロ
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第２章－小括第２章－小括

・・ バスの利用者は引き続き減少傾向バスの利用者は引き続き減少傾向

（特に地方部）（特に地方部）

・・ 過疎地域では市町村の役割（責任）大過疎地域では市町村の役割（責任）大

・・ 特別交付税により財源は担保特別交付税により財源は担保

・・ 都道府県の補助制度に関しては温度差都道府県の補助制度に関しては温度差
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５．効果的なバス運行のあり方５．効果的なバス運行のあり方
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過疎地域の現状過疎地域の現状

0%0% 20%20% 40%40% 60%60% 80%80% 100%100%

人口人口

面積面積 ５２％５２％

６．６％６．６％

【【全国値に対する過疎市町村の割合全国値に対する過疎市町村の割合】】

市町村数市町村数 ４０％４０％

（注）過疎法の要件を満たす市町村（注）過疎法の要件を満たす市町村

【過疎地域と全国平均との比較【過疎地域と全国平均との比較】】

2.7%
-10.3%

人口減少率
(H2-H12)

14.3%
25.7%

高齢単身・
夫婦世帯比率

17.3%全国平均

28.9%過疎市町村平均

６５歳以上人
口

（注）過疎法の要件を満たす市町村（注）過疎法の要件を満たす市町村

【過疎地域と全国平均との比較【過疎地域と全国平均との比較】】

2.7%
-10.3%

人口減少率
(H2-H12)

14.3%
25.7%

高齢単身・
夫婦世帯比率

17.3%全国平均

28.9%過疎市町村平均

６５歳以上人
口

出典）過疎対策データブック出典）過疎対策データブック
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過疎地域の特徴過疎地域の特徴

●●人口が少なく、施設の集積に乏しい人口が少なく、施設の集積に乏しい

●●中山間地域、離島、半島中山間地域、離島、半島⇒⇒平地が少ない平地が少ない

【【過疎地域の地理的特徴過疎地域の地理的特徴】】

【【集落の分類集落の分類】】

①① 町の中心町の中心 （役場、病院、中学校、郵便局あり、総合病院無し）（役場、病院、中学校、郵便局あり、総合病院無し）

②② 中心から離れた集落中心から離れた集落 （小学校・商店有り）（小学校・商店有り）

③③ 中心から離れた集落中心から離れた集落 （小学校・商店無し）（小学校・商店無し）

水窪町の場合水窪町の場合
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水窪町（静岡県）の概要水窪町（静岡県）の概要

水窪町水窪町

出典）水窪町ＨＰ出典）水窪町ＨＰ

１０５．１ｋｍ１０５．１ｋｍ２２１８．６％１８．６％５０５０,,９０２人９０２人静岡平均静岡平均

２７１．３ｋｍ２７１．３ｋｍ２２３５．２％３５．２％３３,,５５４人５５４人水窪町水窪町

面積面積高齢者率高齢者率人口人口

１０５．１ｋｍ１０５．１ｋｍ２２１８．６％１８．６％５０５０,,９０２人９０２人静岡平均静岡平均

２７１．３ｋｍ２７１．３ｋｍ２２３５．２％３５．２％３３,,５５４人５５４人水窪町水窪町

面積面積高齢者率高齢者率人口人口
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過疎地域の特徴過疎地域の特徴

●●人口が少なく、施設の集積に乏しい人口が少なく、施設の集積に乏しい

●●中山間地域、離島、半島中山間地域、離島、半島⇒⇒平地が少ない平地が少ない

【【過疎地域の地理的条件過疎地域の地理的条件】】

【【集落の分類集落の分類】】

①① 町の中心町の中心 （役場、病院、中学校、郵便局あり、総合病院無し）（役場、病院、中学校、郵便局あり、総合病院無し）

②② 中心から離れた集落中心から離れた集落 （小学校・商店有り）（小学校・商店有り）

③③ 中心から離れた集落中心から離れた集落 （小学校・商店無し）（小学校・商店無し）

水窪町の場合水窪町の場合
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水窪町商店街水窪町商店街 中心付近の住宅中心付近の住宅
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当研究の目次当研究の目次

１．はじめに１．はじめに

２．地域交通サービスの現状２．地域交通サービスの現状

３．過疎地域の現状３．過疎地域の現状

４．バスサービスの維持基準４．バスサービスの維持基準

５．効果的なバス運行のあり方５．効果的なバス運行のあり方

６．まとめ６．まとめ
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バスサービスの維持基準バスサービスの維持基準

●●バスの路線を拡張し、運行回数を増やすバスの路線を拡張し、運行回数を増やす

・・・お金さえかければ容易に実現可能・・・お金さえかければ容易に実現可能

●●サービスが充実しているから、多くの人が利用サービスが充実しているから、多くの人が利用

しているから、「成功」とは言えないしているから、「成功」とは言えない

サービスと費用はトレードオフサービスと費用はトレードオフ

なぜ、バスサービスの水準の問題を論じるのか？なぜ、バスサービスの水準の問題を論じるのか？

⇒⇒最低限、市町村が維持すべきサービス水準最低限、市町村が維持すべきサービス水準

⇒⇒政策を評価する何らかの基準政策を評価する何らかの基準
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国や県は各市町村の判断に一任国や県は各市町村の判断に一任

・・・・・・ 市町村も、どの程度まで維持すべきか基準無し市町村も、どの程度まで維持すべきか基準無し

⇒⇒本来ならば本来ならば必要なサービスが提供されない必要なサービスが提供されない
（（例：元々民間バスが無かった地域）例：元々民間バスが無かった地域）

⇒⇒ 本来ならば本来ならば必要のないサービスが提供必要のないサービスが提供

バスサービスの維持基準バスサービスの維持基準

①①過疎地域に暮らす住民の生活様式、交通行動過疎地域に暮らす住民の生活様式、交通行動

から分析から分析

②②バスを普段使わない町民が考える「維持すべきバスを普段使わない町民が考える「維持すべき

基準」基準」

【【２つのアンケート調査２つのアンケート調査】】
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水窪町におけるアンケート（１）水窪町におけるアンケート（１）
（生活様式・交通行動）（生活様式・交通行動）

●●対象対象 静岡県水窪町の静岡県水窪町の近郊・遠隔集落近郊・遠隔集落

家の中でバスを使う可能性が一番高い人家の中でバスを使う可能性が一番高い人

（４２歳～９５歳）（４２歳～９５歳）

●● 調査項目調査項目 １週間の外出行動、個人属性１週間の外出行動、個人属性

●●調査方法：調査方法： 各地区ごとに回覧板で配布・回収各地区ごとに回覧板で配布・回収

●●調査期間：調査期間： ４月１６日（金）～４月２２日（木）４月１６日（金）～４月２２日（木）

●● 回収数回収数 ９２９２ （遠隔地集落４８（遠隔地集落４８ 近郊集落４４）近郊集落４４）
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水窪町民の生活様式水窪町民の生活様式

●平均年齢６８歳、しかし、高齢者の多くは元気●平均年齢６８歳、しかし、高齢者の多くは元気

●●自動車保有率は高くない自動車保有率は高くない （無保有（無保有12%12%、無回答、無回答25%25%））

●● 集落の世帯数、世帯員数が少ない集落の世帯数、世帯員数が少ない
（遠隔：平均世帯員数：２人）（遠隔：平均世帯員数：２人）

●●別居子は町外に住み、余り帰省しない別居子は町外に住み、余り帰省しない

●●自動車保有率は高くない自動車保有率は高くない （無保有（無保有12%12%、無回答、無回答25%25%））

●● 集落の世帯数、世帯員数が少ない集落の世帯数、世帯員数が少ない
（遠隔：平均世帯員数：２人）（遠隔：平均世帯員数：２人）

●●別居子は町外に住み、余り帰省しない別居子は町外に住み、余り帰省しない

●●回答者の３０％が１ヶ月回答者の３０％が１ヶ月６万円以下６万円以下の生活費の生活費

病気がち（外出は容易）病気がち（外出は容易） 外出は要介護外出は要介護

６４％６４％ ２８％２８％

健康健康 病気がち（外出は容易）病気がち（外出は容易） 外出は要介護外出は要介護

６４％６４％ ２８％２８％

健康健康
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水窪町における交通行動（１）水窪町における交通行動（１）

●●移動方法・・・移動方法・・・自動車、徒歩自動車、徒歩中心中心

・拘束時間が長く（７時間）、町の中

心部しか行けない
バス

・移動時間が短く、多様な場所、他

の市町村への移動
自動車

●●外出目的・回数外出目的・回数

・・ 外出回数は近郊・遠隔集落とも変わらず外出回数は近郊・遠隔集落とも変わらず

・・ 外出目的外出目的 ①畑・山林、②仕事・公務、③買い物①畑・山林、②仕事・公務、③買い物
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水窪町における交通行動（２）水窪町における交通行動（２）

【【バス利用者の属性バス利用者の属性】】

●● バスの利用目的・・・バスの利用目的・・・ ・ 大半は病院と買い物

●自宅に自動車がない場合

中心部に出る移動手段・・・バスが最も多い

34%34%

42%42%

病気病気

27%27%

4747％％

生活費が６生活費が６
万円以下万円以下

31%31%72%72%2.32.368.068.0バス非バス非
利用者利用者

42%42%47%47%1.71.775.275.2バス利バス利
用者用者

バス停までバス停まで
２０分以上２０分以上

自動車自動車
保有保有

世帯世帯
員数員数

年齢年齢

34%34%

42%42%

病気病気

27%27%

4747％％

生活費が６生活費が６
万円以下万円以下

31%31%72%72%2.32.368.068.0バス非バス非
利用者利用者

42%42%47%47%1.71.775.275.2バス利バス利
用者用者

バス停までバス停まで
２０分以上２０分以上

自動車自動車
保有保有

世帯世帯
員数員数

年齢年齢
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水窪町における交通行動（３）水窪町における交通行動（３）

・・ 徒歩や自転車、タクシーで中心へ移動可能徒歩や自転車、タクシーで中心へ移動可能

・・ バスを利用せずバスを利用せず ⇒⇒運行頻度が少なすぎる運行頻度が少なすぎる

近郊集落近郊集落 （中心から１～２ｋｍ離れた集落）（中心から１～２ｋｍ離れた集落）

・・ 徒歩で集落内を移動徒歩で集落内を移動 （主に農作業）（主に農作業）

・・ タクシー、徒歩、自転車による中心への移動無しタクシー、徒歩、自転車による中心への移動無し

・・ 病院へのトリップ数は近郊集落の倍病院へのトリップ数は近郊集落の倍

・・ 自動車の同乗はバスと同程度自動車の同乗はバスと同程度 （主に親族）（主に親族）

・・ 宅配や行商は、余り利用されていない宅配や行商は、余り利用されていない

遠隔集落遠隔集落 （中心から１０ｋｍ以上離れた集落）（中心から１０ｋｍ以上離れた集落）
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小括－過疎地域の交通行動小括－過疎地域の交通行動

１．過疎地域の世帯は自家用車を保有し、自ら運１．過疎地域の世帯は自家用車を保有し、自ら運
転する転する

　　　　

２．自動車を運転できない人は家族や友人の車に２．自動車を運転できない人は家族や友人の車に
乗って移動する乗って移動する

３．車を運転できない人は町の中心に住む３．車を運転できない人は町の中心に住む

　　　　

４．自転車やバイク、タクシーを利用する４．自転車やバイク、タクシーを利用する

　　　　

⇒⇒ 多くの世帯はそうだが、全てではない多くの世帯はそうだが、全てではない

⇒⇒遠隔集落内では頼める人も少ない遠隔集落内では頼める人も少ない

⇒⇒ ＮＯ（住み慣れた土地を離れられない）ＮＯ（住み慣れた土地を離れられない）

⇒⇒ 距離があるので、肉体的・金銭的に無理距離があるので、肉体的・金銭的に無理

⇒⇒多くの世帯はそうだが、全てではない多くの世帯はそうだが、全てではない

⇒⇒遠隔集落内では頼める人も少ない遠隔集落内では頼める人も少ない

⇒⇒ ＮＯ（住み慣れた土地を離れられない）ＮＯ（住み慣れた土地を離れられない）

⇒⇒ 距離があるので、肉体的・金銭的に無理距離があるので、肉体的・金銭的に無理
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最低限必要なバスサービス最低限必要なバスサービス

●●中心から遠く離れた集落で、近くに診療所（商店）中心から遠く離れた集落で、近くに診療所（商店）

が無く、自動車が利用できないが無く、自動車が利用できない

●● 一次医療・福祉サービスまでの移動手段一次医療・福祉サービスまでの移動手段

⇒⇒最低限必要・・・公的部門（市町村）の役割最低限必要・・・公的部門（市町村）の役割

AccessibilityAccessibilityよりもよりもAvailabilityAvailability (Affordability)(Affordability)
低頻度でも広範囲に低頻度でも広範囲に
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サービスの維持基準サービスの維持基準

←←ムーバス（武蔵野市）ムーバス（武蔵野市）

多頻度・広範囲・低運賃多頻度・広範囲・低運賃
バス停間が短いバス停間が短い
高齢者が抵抗無く歩ける距離高齢者が抵抗無く歩ける距離１００ｍ１００ｍ

←← 最低限必要なサービス最低限必要なサービス

・・ 患者輸送車患者輸送車 ((地区人口地区人口5050人以上人以上) ) 
・・ スクールバススクールバス （６ｋｍ以上離れている）（６ｋｍ以上離れている）

サービス水準サービス水準
((Accessibility)Accessibility)

高い高い

低い低い

←← どこまでサービスを向上どこまでサービスを向上
するのか？するのか？

(Availability)(Availability)
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●●普段バスを利用していない町民普段バスを利用していない町民にに

①① どの程度のバスサービスを望んでいるか？どの程度のバスサービスを望んでいるか？

②② どの程度、税金を払って良いと思っているのか？どの程度、税金を払って良いと思っているのか？

基準設定の１つの方法基準設定の１つの方法

●● よくある自治体バスのアンケートよくある自治体バスのアンケート

利用者にどういうサービスが必要か？利用者にどういうサービスが必要か？

⇒⇒ ・・ 便数を増やして欲しい便数を増やして欲しい
・・ 家の近くまで来て欲しい家の近くまで来て欲しい
・・ 料金を下げて欲しい料金を下げて欲しい
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●●表明選好法（ＳＰ）の一種表明選好法（ＳＰ）の一種

●●評価対象の価値を属性単位で評価可能評価対象の価値を属性単位で評価可能

コンジョイント分析コンジョイント分析

サービス水準として「１便あたり最低利用者数」サービス水準として「１便あたり最低利用者数」

他には集落カバー率、人口カバー率など他には集落カバー率、人口カバー率など

水窪町におけるアンケート（２）水窪町におけるアンケート（２）
（バスの維持基準）（バスの維持基準）
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分析結果分析結果

●●多くの町民は、自分がバスを使わない場合でも、多くの町民は、自分がバスを使わない場合でも、

町営バスの存続を望む（町営バスの存続を望む（85%85%））

●● １便当たり最低利用者数１便当たり最低利用者数⇒⇒ ２２人人

●●町営バスに払っても良い税金町営バスに払っても良い税金 ：： 約４００円約４００円//人・年人・年

町民３５００人町民３５００人 ⇒⇒ ＷＴＰＷＴＰ 約１４０万円約１４０万円

⇒⇒町民は町営バスの費用の一部を負担しても良いと町民は町営バスの費用の一部を負担しても良いと

考えているが、全ての費用は賄えない考えているが、全ての費用は賄えない
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当研究の目次当研究の目次

１．はじめに１．はじめに

２．地域交通サービスの現状２．地域交通サービスの現状

３．過疎地域の現状３．過疎地域の現状

４．バスサービスの維持基準４．バスサービスの維持基準

５．効果的なバス運行のあり方５．効果的なバス運行のあり方

６．まとめ６．まとめ
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自治体バスの実車走行キロあたり費用・収入自治体バスの実車走行キロあたり費用・収入

100100

200200

300300

400400

500500

600600

00 5050 100100 150150 200200 250250 300300

収支率　収支率　0.50.5

（実車走行キロ当り（実車走行キロ当り収入収入：円）：円）

（
実
車
走
行
キ
ロ
当
り

（
実
車
走
行
キ
ロ
当
り
費
用
費
用
・円
）

・
円
）

（ある３県の過疎町村の自（ある３県の過疎町村の自
治体バスの値）治体バスの値）

運行費用にばらつき運行費用にばらつき
⇒全てが地域差によ⇒全てが地域差によ
るものなのか？るものなのか？

運行費用にばらつき運行費用にばらつき
⇒全てが地域差によ⇒全てが地域差によ
るものなのか？るものなのか？
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走行キロあたり原価走行キロあたり原価

00

200200

400400

600600

800800

11--3030 3131--100100 101101--300300 301301以上以上 公営公営
バスバス

タクシータクシー

その他その他
固定資産償却費固定資産償却費
修繕費修繕費
燃料費燃料費
人件費人件費

バス（車両数別）バス（車両数別）

円円

（出典）自動車輸送事業経営指標（出典）自動車輸送事業経営指標20042004年版年版
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費用差が生じる要因費用差が生じる要因

③③ 委託方法・契約条件によるもの委託方法・契約条件によるもの

・事業者選定方法の違い（随意契約、競争入札）

・ 利用車種の違い

・地元の雇用優先

①① 直営か民間委託か直営か民間委託か

②② 委託企業による差委託企業による差
人件費人件費と大きく関係と大きく関係

⇒大手は高く、中小は安く、タクシー会社は更に安い
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効果的なサービス提供①効果的なサービス提供①

●バスより安い委託料 （群馬ではバスの2/3）
●車幅が狭い道路にも入っていける

タクシーの活用タクシータクシーの活用の活用
佐久間町ＨＰより佐久間町ＨＰより

広範囲・低頻度広範囲・低頻度
輸送に適す輸送に適す

●本業のタクシー収入が減る反発

●収入減を見込み、高額な委託料を請求

デメリットデメリット

メリットメリット
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タクシーの人件費はタクシーの人件費は
他に比べて安価他に比べて安価

タクシーとバス運転手の年収タクシーとバス運転手の年収

出典）出典）H16H16賃金センサス、公営企業年鑑賃金センサス、公営企業年鑑

単位）万円、括弧内は平均年齢単位）万円、括弧内は平均年齢

町村町村市市

408 (42.2)468 (43.1)大型貨物自動車大型貨物自動車

365 (41.7)406 (40.5)普通・小型貨物自動車普通・小型貨物自動車

561561 (47.3)737737 (46.3)公営バス（全職員）公営バス（全職員）

256 (55.0)326 (53.8)タクシー運転手タクシー運転手

402 (46.9)464 (46.9)バス運転手バス運転手

1010～～9999人人100100～～999999人人従業員数従業員数
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効果的なサービス提供②効果的なサービス提供②
－既存ストックの有効利用－－既存ストックの有効利用－

スクールバス、患者輸送車の混乗スクールバス、患者輸送車の混乗

従来は教育・医療目的以外の利用が認められず

⇒一般住民が利用可能（混乗）、有償輸送も可能

●デメリット ： 空間的・時間的制約

●メリット ： 市町村が保有する車両の有効活用

・普通交付税が手厚い

・教育委員会の反対
混乗が進まず混乗が進まず
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自治体が所有する車両自治体が所有する車両
（人口規模別保有状況・北海道）（人口規模別保有状況・北海道）

出典）「北海道の過疎地域等における今後の生活交通のあり方調査（平成１１年出典）「北海道の過疎地域等における今後の生活交通のあり方調査（平成１１年
度）」度）」

0%0%

20%20%

40%40%

60%60%

80%80%

100%100%

50005000人以下人以下 50015001～～1000010000 1000110001～～2000020000 2000120001～～5000050000 5000050000人以上人以上

市町村バス市町村バス スクールバススクールバス 福祉バス福祉バス
患者輸送車患者輸送車 その他バスその他バス 上記何れかを保有上記何れかを保有
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低需要地域への効果的なサービス①低需要地域への効果的なサービス①

①① ある程度需要があり、住民が密集しているある程度需要があり、住民が密集している
⇒⇒従来の公共交通従来の公共交通 （まとめて運ぶメリット）（まとめて運ぶメリット）

②② まばらに住民が住んでいるまばらに住民が住んでいる ⇒⇒ディマンドが活きるディマンドが活きる

利用者利用者

タクシータクシー

予約センター予約センター
登録・予約登録・予約

家まで来て家まで来て
くれるくれる

連絡連絡

目的地まで目的地まで
送迎送迎

【【ディマンド型乗合タクシーディマンド型乗合タクシー 】】
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低需要地域への効果的なサービス②低需要地域への効果的なサービス②

【自家用車有償輸送】【自家用車有償輸送】

既存のタクシー会社が反対既存のタクシー会社が反対

利用者利用者利用者利用者

ボランティア運転者ボランティア運転者ボランティア運転者ボランティア運転者

社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人社会福祉法人

自治体自治体自治体自治体

予約予約

輸送輸送
タクシー料金のタクシー料金の
半額以下の支払半額以下の支払

事前登録事前登録

連絡連絡

補助補助

料金が安く、タクシー並
みのアクセシビリティ
料金が安く、タクシー並料金が安く、タクシー並
みのアクセシビリティみのアクセシビリティ

支出が少なくて済む支出が少なくて済む支出が少なくて済む

一定の収入と満足感一定の収入と満足感一定の収入と満足感

料金が安く、タクシー並
みのアクセシビリティ
料金が安く、タクシー並料金が安く、タクシー並
みのアクセシビリティみのアクセシビリティ

支出が少なくて済む支出が少なくて済む支出が少なくて済む

一定の収入と満足感一定の収入と満足感一定の収入と満足感
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当研究の目次当研究の目次

１．はじめに１．はじめに

２．地域交通サービスの現状２．地域交通サービスの現状

３．過疎地域の現状３．過疎地域の現状

４．バスサービスの維持基準４．バスサービスの維持基準

５．効果的なバス運行のあり方５．効果的なバス運行のあり方

６．まとめ６．まとめ
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情報の問題①情報の問題①

全ての市町村が効率的な運行をしている訳ではない全ての市町村が効率的な運行をしている訳ではない

●●市町村のバス担当者が「効率的なサービスの提市町村のバス担当者が「効率的なサービスの提

供方法」を知らない供方法」を知らない （（情報の問題情報の問題））

・・ 先進的な手法を知らない先進的な手法を知らない

・・ スクールや福祉バスの混乗を知らないスクールや福祉バスの混乗を知らない

・・ 委託費用が高いのか安いのか知らない委託費用が高いのか安いのか知らない

⇒⇒元々バスの専門家では無く、他の仕事と掛元々バスの専門家では無く、他の仕事と掛

け持ちけ持ち
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情報の問題②情報の問題②

●担当者の個人的な人間関係で情報収集⇒
限界

●市町村のサービス実態の基礎的情報の収集

●効率的なサービス提供の方法を、効果的にガ

イダンス （専門の人がコンサルティング）

国や都道府県の役割国や都道府県の役割

⇒⇒情報の収集と効果的なガイダンス情報の収集と効果的なガイダンス
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補助制度について補助制度について

●●担当者：特別交付税を受けている認識無し担当者：特別交付税を受けている認識無し

（交付税として全てまとめて来るため（交付税として全てまとめて来るため））

⇒⇒ 必要な路線が市町村内の折衝で認められない必要な路線が市町村内の折衝で認められない

⇒⇒ 「誰も反対しない政策」しか実行できない「誰も反対しない政策」しか実行できない

●●バスの運行経費の８割が補填バスの運行経費の８割が補填

⇒⇒自治体の費用削減インセンティブが乏しい自治体の費用削減インセンティブが乏しい

インセンティブのある補助制度インセンティブのある補助制度
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土地利用について

●●市町村内で間に合うサービス市町村内で間に合うサービス

・・・商店、診療所、郵便局、役所、銀行、小中学校・・・商店、診療所、郵便局、役所、銀行、小中学校

⇒⇒交通アクセスの確保を念頭においた施設整備交通アクセスの確保を念頭においた施設整備

（ワンストップで用が足せる）（ワンストップで用が足せる）
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以上で発表を終わります以上で発表を終わります

ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました


